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この文章は、Network of Independent Experts -NIE（独立した専門家ネットワーク。ブルガリアに拠点を置くNGO）に口頭で提出されたもので、文章に編集上の変更（翻訳を除く）はなされていない。
　障害者権利委員会のガイドラインで述べられている、施設入所廃止に向けた提言に好感を持ちました。
　施設収容で苦しんだ人たちや、今も施設で生活している人たちの声を聞くべきであると私は考えます。ガイドラインを完成させる前に、彼らの声を直接聞くべきです。また、もし意思決定者がいろいろな施設を訪れることができ、どのような施設であれ、そこでの生活環境を見て、入所者の生活がいかに悪いかを知ることができれば良いと思います。
私は37年間ずっと同じ施設で暮らしていました。ポドグメルという村のホームに入れられたのです。そこでの生活はとても厳しく、外の世界や社会とコミュニケーションをとる機会は全くありませんでした。このようなケースに対する法的な補償はまだありません。
施設にいる人たちは、例えば家族用のアパートなど、自由な場所に住むことが許されるべきです。彼らは自由に、地域の中で暮らすべきで、あらゆる種類の施設は閉鎖されなければならず、これは障害者権利条約に明確に書き記すべきです。
私の意見では障害者には国からさまざまな支援手段が提供されるべきで、まず住宅、次に法的支援などです。
障害者や不利な立場にある人全体を支援するために資金を投資するべきです。
例えば、孤児も施設で生活しており、障害者と一緒に入れられている。これは差別です。
その後、施設に収容された人々は、被った損害の本当の対価として、適切な補償を受けるべきです。
恵まれない人々と社会の間に大きな隔たりがあるのです。私がポドグメールのホームを去ってから、路上で亡くなった人を200人知っています。今日に至るまで、誰もこれらの責任を取っていません。
注：本投稿で提示された見解はGeorgiのものであり、Georgiがガイドライン協議プロセスに参加することを可能にした組織の意見を必ずしも反映するものではない。
　　　　　　　　　　　　　　（訳　2023年7月： 宮澤明音、尾上裕亮、岡本 明、佐藤久夫）
�本人は障害者であり、2008年まで後見人のもと、ブルガリアのポドグメル村にある「精神障害者のためのホーム」に居住していた。
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